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【最近の指標から見る米国経済（2014年7月）】  

＜ポイント＞ 
・6月の非農業部門雇用者数は前月比＋28.8万人と、5カ月連続で20万人超となり、堅調に増加しています。 
・6月のISM景況感指数は、足元の活動を示す指数は低下しましたが、総合指数は高水準を維持しています。 
・6月のコア消費者物価指数は前年同月比＋1.9％と、前月から若干伸びが鈍化しました。 
⇒主要な経済指標は安定的に改善しており、年末に向けて年率3％程度の経済成長が見込まれます。QEは
今秋にも終了し、雇用の質の改善や物価の上昇などに伴って、2015年後半以降の利上げが見込まれます。 

１．雇用者数は増加傾向、景況感は高水準を維持 

①雇用統計 

 6月の非農業部門雇用者数は前月比＋28.8万人でした。雇

用者数の増加は5カ月連続で20万人超となり、過去3カ月を

平均した推移でも、増加ペースが顕著に加速しています。ま

た6月の失業率は6.1％と、前月の6.3％から低下しました。 

 民間部門を業種別に見ると、小売業や企業向けビジネス

サービスをはじめ、教育・医療やレジャー・娯楽業などサービ

ス部門が全体をけん引したほか、建設業や製造業など、幅

広い業種において雇用者が増加しました。 

 また6月は、雇用者の増加や失業率の低下にとどまらず、

27週以上の長期失業者数が大きく減少するなど、雇用の質

の改善が加速しました。 

  

②ISM景況感指数 

 6月の製造業景況感指数は前月比▲0.1ポイントの55.3ポイ

ントと5カ月ぶりに低下しました。また、6月の非製造業景況

感指数は同▲0.3ポイントの56.0ポイントとこちらは4カ月ぶり

に低下しました。 

 それぞれの内訳をみると、製造業は足元の活動を示す生

産指数が低下したものの、生産活動の先行きを示す新規受

注指数は一段と上昇し、58.9ポイントとなりました。また非製

造業では、足元を示す企業活動指数は大幅に低下しました

が、依然高水準を維持しており、先行きを示す新規受注指

数は前月からさらに上昇して61.2ポイントとなりました。製造

業、非製造業ともにここ数カ月改善が続き総合の指数が高

水準となっていました。6月は現状を示す指数の低下などか

ら総合指数は低下したものの、先行系列がいずれも改善し

ていることから、今後も好調な経済活動が続くと見込まれま

す。 （出所）Bloombergのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

（注）データは2013年6月～2014年6月。 
（出所）Bloombergのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

　　　　 ISM景況感指数
（ポイント）

6月 前月比 6月 前月比

総合 55.3 ▲0.1 総合 56.0 ▲0.3 

新規受注 58.9 ＋2.0 新規受注 61.2 ＋0.7

生産 60.0 ▲1.0 企業活動 57.5 ▲4.6 

入荷遅延 51.9 ▲1.3 入荷遅延 51.0 ＋1.0

在庫 53.0 ＋0.0 在庫 53.5 ▲2.0 

雇用 52.8 ＋0.0 雇用 54.4 ＋2.0

製造業 非製造業
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（注）データは2012年1月～2014年6月。 ただし、上段グラフの個人 
   消費支出価格指数は2012年1月～2014年5月。 
（出所）Bloombergのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

弊社マーケットレポート   検索!! 

2014年07月14日【デイリー No.1,912】米国の主要企業の業績動向と今後の見通し

2014年07月04日【デイリー No.1,907】米国の雇用統計（6月） 

2014年07月02日【デイリー No.1,904】米国のISM製造業景況感指数（6月） 

 企業景況感は足元の活動を示す指数が前月よりも若干低下したものの、中立水準を上回る高水準を維持しており、先

行きを示す指標は一段と上昇していることから、今後も好調さが維持されると見込まれます。また雇用者数は失業率の

安定的な低下に必要とされる前月比＋15万人～20万人を超える水準での堅調な増加が続いています。今後も景気の安

定的な回復基調が見込まれ、年末に向けて年率3％程度の経済成長が見込まれます。  

 イエレンFRB議長は、7月15日と16日、上下院で議会証言を行い、2014年初から開始されたQEの縮小について、今年

10月に終了させる見通しを示しました。しかし、失業率の低下を確認しながらも、失業率は過去の通常のレベルを上回っ

ていると指摘したほか、賃金の伸びが遅いことや物価は未だFRBの長期目標の2％を下回っていることなども指摘しまし

た。こうしたことから、QE終了後も当面は低金利政策が維持されると見込まれます。今後は、以前から指摘されている労

働市場のスラック（長期失業者の多さや賃金上昇率の緩慢さ）の改善や、物価動向などが幅広く点検され、利上げのタイ

ミングは2015年後半以降になると見込まれます。 

■当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘する
ものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のものであ
り、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、
今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を
保証するものではありません。■当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許
諾者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。 

２．物価上昇は一服、住宅販売は持ち直し続く 

３．今後の市場見通し 

①消費者物価 

 6月の消費者物価指数（CPI）は前年同月比＋2.1％と、

前月と同水準となりました。また、変動の大きい食品・エネ

ルギーを除いたコア指数は同＋1.9％と前月の同＋2.0％

から若干伸びが鈍化しました。全体に対する比重の大き

い家賃が若干低下したほか、医療費の低下などが物価上

昇鈍化の主因となりました。一方、FRBが目標とする個人

消費支出（PCE）価格指数は5月に前年同月比＋1.8％と

なり、2月以降上昇傾向となっていますが、FRBの長期目

標同＋2.0％を下回っています。6月分は8月1日に発表が

予定されていますが、6月のCPIの上昇が鈍化したことな

どから、大幅な上昇とはならないと思われます。 

 

②住宅関連指標 

 6月の住宅着工件数は前月比▲9.3％の89.3万件（年率

換算）と、2カ月連続で減少しました。また6月の建設許可

件数は同▲4.2％の96.3万件と、こちらも2カ月連続での減

少となりました。住宅着工件数を地域別（北東部、中西部、

南部、西部）にみると、南部が大幅に落ち込んだ一方、そ

のほかの地域は前月比プラスの堅調な推移となりました。

要因としては、南部に季節外れの降雨が集中したことなど

が考えられ、一時的なものと思われます。 

 一方、6月の中古住宅販売は前月比＋2.6％の504万戸

と、3カ月連続で増加しました。地域別では中西部を中心

に4地域すべてで増加し、住宅販売は全体として堅調さを

維持していると考えられます。 

http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/1238034_1951.html
http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/1238068_1951.html
http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/1238267_1951.html


情報提供資料 

三井住友アセットマネジメント株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第399号  
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 

【重要な注意事項】 

 当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保
険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘するものではありません。 

 当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。 

 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 

 当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、今
後の市場環境等を保証するものではありません。 

 当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。 

 当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者
および許諾者に帰属します。 

 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。 

【投資信託商品についてのご注意（リスク、費用）】 
●投資信託に係るリスクについて 

  投資信託の基準価額は、投資信託に組み入れられる有価証券の値動き等（外貨建資産には為替変動もあります。）の影響により 

  上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

  運用の結果として投資信託に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、投資信託は預貯金とは異なり、 

  投資元本が保証されているものではなく、一定の投資成果を保証するものでもありません。 

  

●投資信託に係る費用について 

 ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。 

 ◆直接ご負担いただく費用・・・申込手数料 上限3.78％（税込） 

                   ・・・換金（解約）手数料 上限1.08％（税込） 

                  ・・・信託財産留保額 上限3.50％ 

 ◆投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用・・・信託報酬 上限 年 2.052％（税込） 

 ◆その他費用・・・ 

 

 

 

 

 

※ なお、お客さまにご負担いただく上記費用等の合計額、その上限額および計算方法等は、お客さまの保有期間に応じて異なる等 

   の理由により予め具体的に記載することはできません。 

 

上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三井住友 

アセットマネジメントが運用するすべての投資信託（基準日現在において有価証券届出書を提出済みの未設定の投資信託を含みます。）
における、それぞれの費用の最高の料率を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますの
で、ご投資をされる際には、事前に投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面等を必ずご覧ください。  

 

●投資信託は、預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録金融 

機関でご購入の場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。 

●投資信託は、クローズド期間、国内外の休祭日の取扱い等により、換金等ができないことがありますのでご注意ください。 

                                                                     〔2014年4月1日現在〕 

監査費用、有価証券の売買時の手数料、デリバティブ取引等に要する費用（それらにかかる消費税等相当額
を含みます。）、および外国における資産の保管等に要する費用等が信託財産から支払われます。また、投資
信託によっては成功報酬が定められており当該成功報酬が信託財産から支払われます。投資信託証券を組
み入れる場合には、お客さまが間接的に支払う費用として、当該投資信託の資産から支払われる運用報酬、
投資資産の取引費用等が発生します。これらの費用等に関しましては、その時々の取引内容等により金額が
決定し、運用の状況により変化するため、予めその上限額、計算方法等を具体的には記載できません。 


